大間町地域おこし協力隊募集要項

	募集概要
	大間町は、本州最北端に位置する人口4,927人（令和4年5月31日現在）のまちです。
主要産業は漁業でマグロ・ウニ・コンブ等が水揚げされ、なかでも「大間まぐろ」については、全国的にも注目されています。農業では馬鈴薯の希少品種「三円薯」の生産に力を入れています。
また、下北ジオサイトに認定されている大間崎や日本の灯台50選に選ばれた大間埼灯台などの観光資源もあります。
本町では、これらの地域資源を活かし、魅力あるまちづくりに取り組んできましたが、就職や進学で都市圏へ若者が流出し、少子高齢化による人口減少が進んでおり、若者の定住促進と地域力の維持が課題となっています。
そこで、意欲のある地域外からの人材を受入れ、大間町の地域資源等の魅力を再発見し、地域の方々と一緒になって地域活性化にご協力していただける方を募集します。


	業務内容
	●観光振興部門
　・観光推進支援員業務
①日常業務・観光情報サイト・ＳＮＳでの発信、問合せ対応
②外国人向けの旅行商品の開発・売り込み、受入体制づくり
③新たな集客イベント・集客キャンペーンの企画立案と実施
④観光ガイドや観光案内所スタッフの発掘と育成
⑤観光イベントや商談会などへの参加・プロモーション活動

	募集対象
	・申し込み時点で、３大都市圏又は地方都市等(過疎、山村、離島、半島などの条件不利地を除く)に在住し、採用後に大間町へ住民票を異動して移住できる方
・年齢が、満20歳以上の方
（性別、未婚・既婚を問いません）
・普通自動車運転免許を有し、日常的に利用されている方
・中国語での会話や翻訳がビジネスレベルで可能な方
・パソコンの一般操作(Word・Excel・PowerPoint等)ができる方
・心身ともに健康で地域になじむ意志を有し誠実に活動できる方
・地域の活性化に深い知識と熱意を有し積極的に活動できる方
・地域おこし協力隊として活動期間終了後に大間町へ定住し、就業しようとする意欲を持っている方
・地方公務員法第16条に規定する欠格条項に該当しない方


	募集人数
	１名

	勤務地（配置先）
	大間町　（産業振興課）

	勤務時間
	・週38時間45分勤務（原則として、8時30分から17時15分まで）
※業務内容等により変更となる場合があります。



	休日・休暇
	・土曜日、日曜日、国民の祝日、12月29日から1月3日までの間
※勤務の都合により休日の出勤があります。
・勤務日数に応じ年次休暇あり。

	雇用形態・期間
	・一般職の会計年度任用職員として採用されます。
・任用期間は、採用の日から同年度3月31日（以降１年単位で更新可能、最長3年間まで）※採用の日は、協議の上決定します。
・地域おこし協力隊としてふさわしくないと判断した場合は、雇用期間中であってもその職を解くことができるものとします。


	給与・賃金等
	・報酬　月額165,000円　
・賞与等の支給はありません。
・隊員に公務のための旅行を命じた場合は、大間町職員等の旅費に関する条例の規定に準じて旅費を支給します。
・協力隊の活動及び関連する研修等に要する経費について、予算の範囲内で支給します。


	待遇・福利厚生
	・採用時、社会保険・厚生年金・雇用保険に加入します。
・住居については、町内の住宅（民間のアパート等）を町が準備します。
※光熱水費は自己負担となります。
・協力隊の活動に要する車両は公用車又は私用車の借上げとなります。
※公用車に係る燃料費は自己負担となります。


	その他
	・大間町までの引越し費用（交通費含む）、生活備品、建物火災保険料等の経費については自己負担となります。
・大間町地域おこし協力隊設置要綱第９条第１号及び第２号の規定に基づき、配置先において活動を行うものとします。



	申込受付期間
	随時受付
※採用が決まり次第募集を終了します。


	審査方法
	選考審査については、申し込み受け付け後、順次実施します。

１．第１次選考審査
書類選考　応募用紙に必要事項を記入し提出してください。
・提出書類
　　①応募用紙
②住民票　１通
③普通自動車運転免許証のコピー
※第１次選考の結果は、受付後２週間程度で文書により通知します。
・提出方法　郵送または持参
・提出先、問い合せ先
〒039-4601
　　　　　青森県下北郡大間町大字大間字奥戸下道20番地4
　　　　　大間町役場　企画経営課　宛
　　　　　℡：0175－37－2111（内線121）

２．第２次選考審査
面接選考
日程については、第１次選考審査日後、ご相談させていただきます。
※第２次選考の結果は、文書で通知します。
・応募のために必要な費用（交通費、郵便料等）は応募者の負担となります。
・提出された書類はお返しいたしません。ら　　　　
　↓　　↓　　↓　












（参考）募集対象における地方公務員法第１６条の規定について

　(欠格条項)
第十六条　
次の各号の一に該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考を受けることができない。

[bookmark: j16_k1_g1]一　成年被後見人又は被保佐人

[bookmark: j16_k1_g2]二　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

[bookmark: j16_k1_g3][bookmark: j16_k1_g4]三　当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者

[bookmark: j16_k1_g5]四　人事委員会又は公平委員会の委員の職にあつて、第五章に規定する罪を犯し刑に処せられた者

五　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者




